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2024年12月20日

臨時レポート
日銀12月 金融政策の現状維持を決定

利上げを急がず、次回会合に向けて「賃金・物価」のデータを吟味

 12月の日銀金融政策決定会合において、前回10月会合に続き金融政策の現状維持が決定された。
 植田総裁は、追加利上げには『今後の賃金の動向についてもう少し情報が必要』と述べ、国内の賃金動向

やトランプ次期政権の政策の見極めが必要だと説明した。
 日銀は国内外の経済・金融市場の動向等を見極め、今後も政策修正を慎重に進める構え。
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出所)図表1,2は日本銀行、図表3はブルームバーグのデータをもとにニッ
セイアセットマネジメント作成

金融政策の現状維持を決定
 日銀は12月18～19日の金融政策決定会合で、前

回10月会合に続き金融政策の現状維持を決定しま
した(図表1)。日銀は国内外の経済や賃金・物価動
向等を見極め、今後も政策修正を慎重に進める構
えです。

 米国の利下げペースが緩やかになるとの見方や、
12月の追加利上げ観測を受けて、10月以降、国
内長期金利は上昇基調で推移しました。市場予想
に沿った会合結果だったため、公表後の10年国債
利回りは小幅な値動きに留まりました(図表2)。

図表1：当面の金融政策運営について

データ期間：2024年10月1日～2024年12月19日(日次)

図表2： 10年国債利回りの推移

図表3：日経平均株価、米ドル／円相場の動向
追加利上げに慎重な姿勢から円安が進行
 19日の日経平均株価は、前日の米株式市場の下落

を受けて一時大きく下落しましたが、その後下げ
幅を縮小し前日比-0.69％で終えました。円安が進
んでいた米ドル・円相場は、植田総裁の記者会見
を受けて、円売り・米ドル買いが一段と進行した
ことで円相場が大きく下落し、一時1ドル=156円
台半ばまで円安・ドル高が進行しました (図表3)。

 次の追加利上げ時期について市場参加者の多くは
2025年3月会合までの実施を予想しています。日
銀には、国内の賃金や賃金のサービス物価への転
嫁、2025年の春闘、トランプ次期大統領の政策
等を見極めた政策運営が求められそうです。

(円) (円)

(月/日)

(1) 金融市場調節方針

長期国債の
買入れ

 月間の長期国債の買入れ予定額を、
原則として毎四半期4,000億円程度
ずつ減額し、2026年1～3月に3兆
円程度とする

 2025年6月の金融政策決定会合では、
長期国債買入れの減額計画の中間評
価を行う

 長期金利が急激に上昇する場合には、
毎月の買入れ予定額にかかわらず、
機動的に、買入れ額の増額などを実
施する

CP等、社債等
について

買入れ額を段階的に減額し、2025年3
月をめどに買入れを終了する

(2)資産買入れ方針

政策金利 政策金利(無担保コール翌日物レート)を
0.25％程度で推移するよう促す

データ期間：2024年10月1日～2024年12月19日(日次)

日銀植田総裁「追加利上げにはもう少し情報が
必要」
 植田総裁は会見で『国内賃金と米国経済を見極め

る』姿勢を堅持しました。植田総裁は、11月に追
加利上げの時期について『データがオントラック
（想定通り）に推移しているという意味では近づ
いているといえる』と発言しましたが、19日の会
見では、『賃金と物価の好循環の強まりを確認す
るという視点から今後の賃金の動向についてもう
少し情報が必要だと考えている』と述べたうえで、
国内賃金やトランプ次期大統領の経済政策の影響
を見極めたいとしました。次回1月の会合の際に
は、春闘に向けた企業の姿勢や物価指数、トラン
プ次期大統領の政策方針等も判断材料として考慮
されると思われます。
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コールセンター 0120-762-506
 ９：00～17：00(土日祝日・年末年始を除く)

ホームページ       https://www.nam.co.jp/
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